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2019 年 8 月 21 日 

東京スタジアム・有明体操競技場・東京国際フォーラムなど、全 12 施設で実施 

東京都保有の施設において 

『SoundUD』を活用した多言語対応の環境整備を開始 

東京都委託事業「都有施設における多言語対応放送機器類導入等業務委託」を受託 

ヤマハ株式会社は、この度、東京都の委託事業「都有施設における多言語対応放送機器類導入等業務委

託」を受託しました。 

本業務では、東京都等が保有する 12 の施設において、当社の『SoundUD』※を利活用した多言語放送アプ

リケーション導入に向けた環境を 2020 年 3 月までに整備します。これにより、各施設で流れる対応アナウ

ンスにリアルタイムに連動する形で、来場者のスマートフォンにその内容を多言語に翻訳された文字で表

示するといったことが可能となります。 

当社は今後も、294 の企業・組織で構成される「SoundUD 推進コンソーシアム」の会員とともに『SoundUD』

の導入促進を図ることで、外国人や障がい者の方にとっても安心、安全、快適に施設を利用できる環境整

備を支援していきます。 

※Sound Universal Design。言語や聴力の壁を超えて、誰しもに等しく情報を伝達するためにヤマハが開発し提唱する

プラットフォームおよびテクノロジー。 

 

■本業務の対象となる都有施設 

東京体育館 東京国際フォーラム 武蔵野の森総合スポーツプラザ 

東京スタジアム 有明アリーナ 有明体操競技場 

有明テニスの森 大井ホッケー競技場 海の森水上競技場 

カヌー・スラロームセンター 東京アクアティクスセンター 東京辰巳国際水泳場 

 

■施設における『SoundUD』利活用イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「平成 30 年度 競技会場における ICT 利活用に関する調査研究」実施時の様子 

２．施設内の様々な情報提供 １．場内アナウンス及び試合実況の多言語字幕

３．施設場外の観客誘導など ４．イベントなどでの利用 
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■これまでの取り組み 

当社では、これまでも「SoundUD 推進コンソーシアム」加盟各社およびパートナーと協働して、公共施設へ

の多言語対応の取り組みを支援してきました。平成 28 年度には、総務省消防庁予防課「外国人来訪者等が利用

する施設における避難誘導のあり方等に関する検討部会」における「教育・訓練プログラム」の作成にあたっ

て行った両国国技館での避難訓練を皮切りに、総務省「平成 30 年度競技会場における ICT 利活用に関する調査

研究」、総務省「平成 31 年度競技会場における避難情報の提供に関する調査研究の請負」など、『SoundUD』

を利活用した、安心、安全、快適に施設を利用できる環境の整備を支援し、その有用性を確認してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■『SoundUD』及び「SoundUD 推進コンソーシアム」について 

『SoundUD』（Sound Universal Design）は、言語や聴力の壁を超えて、誰しもに等しく情報を伝達するために

当社が開発し提唱するプラットフォームおよびテクノロジーです。インターネットを介することなく、音声を起点

にして、スマートフォンなどの ICT 機器に情報を表示することを可能にします。例えば、アナウンスに連動して、

その翻訳情報を文字で表示したり、BGM に連動して役立つ情報を表示したりするといったことが可能となります。

音声のみならず、GPS や Bluetooth®と連動した情報提供にも対応していることも特徴です。『SoundUD』対応スポッ

トでは、対応アプリが一つあれば、その空間で必要とされる様々な情報に簡単にアクセスすることができます。

2017 年 10 月には、当社を事務局とする「SoundUD 推進コンソーシアム」を立ち上げ、現在、294 社・団体とともに

交通・施設・観光・メディアなど、業界横断的にその普及に取り組んでいます。 

・「SoundUD 推進コンソーシアム」公式サイト：https://soundud.org/ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

外国人や聴覚障がい者を対象にした避難訓練で大きな効果を確認 

 

理解できた：96.4％ 

『SoundUD』を使って正しい 

避難情報が理解できましたか？ 

SoundUD なし 

SoundUD あり 

避難誘導アナウンスの内容が理解できず誤った出口へ 

 

即座に避難誘導アナウンスが翻訳、表示され、正しい出口へ 

n=110 人 
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＊文中の商品名、社名等は当社や各社の商標または登録商標です。 
＊掲載情報はすべて発表日現在のものです。発表日以降に変更となる可能性もありますので予めご了承ください。 

■ 報道関係の方のお問い合わせ先 

ヤマハ株式会社 コーポレート・コミュニケーション部 担当：新川（あらかわ） 

TEL 03-5488-6601 

ウェブサイト https://www.yamaha.com/ja/news_release/ （取材申し込みや画像ダウンロードが可能です） 

■ 一般の方のお問い合わせ先 

ヤマハ株式会社 クラウドビジネス推進部 SoundUD グループ  担当：瀬戸、広瀬 TEL：03-5488-5070 


